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ま え が き 
 
 
⼤阪府⺠経済計算は、⼤阪府内における経済活動を⽣産・分配・⽀出の三⾯から総合的に

とらえ、大阪の経済⼒を計量的に把握することを⽬的に、戦後の混乱がまだ残る昭和
25(1950)年を嚆⽮として、毎年推計を⾏っています。 
 
平成 21(2009)年、これまでの国際基準(1993SNA)策定以降の経済・⾦融環境の変化に対応

するため、新たな国際基準となる 2008SNAが国際連合において採択されました。 
我が国においては、国⺠経済計算が平成 27(2015)年度年次推計から 2008SNA への対応を

含む平成 23 年基準へ変更し、さらに令和元(2019)年度年次推計(令和２(2020)年 12 ⽉公表)
から平成 27年基準へと移⾏しました。 
これとの整合性を確保するため、⼤阪府⺠経済計算も、令和元年度確報から平成 27年基準

により推計を⾏っています。 
 
国際競争⼒を持って、⽇本を⽀える拠点都市⼤阪をつくるためには、⼤阪の経済活動に関

する様々な指標を体系的かつ多⾓的に検証することが重要です。 
⼤阪府⺠経済計算はその検証アプローチの⼀つであり、総合的な指標として各⽅⾯で活⽤

いただければ幸いです。 
 
末筆ではございますが、本報告書の作成に当たり御指導、御助⾔を賜りました甲南⼤学の

稲⽥義久名誉教授、近畿⼤学の⽥中智泰教授、⼊江啓彰教授、⼤阪産業経済リサーチセンタ
ーの町⽥光弘総括研究員、並びに貴重な資料を提供していただきました関係各位に厚くお礼
申し上げます。 
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利 ⽤ 上 の 注 意 

 
１ 令和３年度⼤阪府⺠経済計算は、2008SNA(注 1)に基づき、内閣府経済社会総合研究所国⺠経
済計算部が⽰す「県⺠経済計算標準⽅式(2015年(平成 27年)基準版)」に準拠して作成したもの
です。 
(注 1）「SNA」は「System of National Accounts」の略称で、「国⺠経済計算」⼜は「国⺠経済計算体系」と訳
されています。 
⼀国の経済の状況について体系的に記録する国際的な基準で、「2008SNA」は 2009 年に国連が加盟各

国にその導⼊を勧告した国⺠経済計算の体系の名称です。 

２ 推計対象期間は、平成 23年度から令和３年度です。 
推計⽅法の改善、最新の統計調査の結果の利⽤等により、既公表の平成 23年度から令和２年
度の計数についても遡及改定していますので、令和２年度以前の数値を利⽤する場合も本書の
数値を利⽤してください。 
なお、既公表の平成 22年度以前の計数は、基準年が異なるため本報告書の計数とは接続しま
せん。 

３ 推計及び⼤阪府との⽐較に⽤いている国⺠経済計算の計数は、「2021 年度(令和３年度)国⺠
経済計算年次推計」によります。 

４ 名⽬値は各年の市場価格で評価された⾦額を集計したもので、物価変動の影響が含まれてい
ます。これに対し、実質値は物価変動分を取り除いて計算したもので、経済の実質的な動きを
⾒ることができます。 

５ 実質値は、平成 27 暦年を参照年(デフレーター＝100)とした連鎖⽅式(注 2)により算出してい
ます。 
(注 2)前年を基準年として算出した物価変動率を鎖のように乗じ続けることで算出する⽅法 

６ 統計表の増加率は、次式により算出しました。これにより、マイナスからプラスに転じた場
合及びマイナス幅が縮⼩した場合の増加率の符号は、プラスで表⽰されます。 

増加率(％) ＝ 
当年度の計数−前年度の計数 

×(前年度の計数の符号)×100 
前年度の計数 

７ 統計諸表で内訳の合計が総数と⼀致しない場合があるのは、四捨五⼊誤差によるものです。
なお、連鎖⽅式による実質値では加法整合性が成⽴しないため、内訳の和は総数と⼀致しませ
ん。 

８ 数値は、在庫品評価調整後のものです。 
 
 
 
◆ 本書は全て⼤阪府ホームページで公表しています。統計表は、Microsoft Excel 形式でダウンロードできます。

https://www.pref.osaka.lg.jp/toukei/gdp/index.html 
◆ 本書についてのお問合せは、⼤阪府総務部統計課分析・利活⽤促進グループ(06-6210-9195) にお願いします。 

https://www.pref.osaka.lg.jp/toukei/gdp/index.html


 

 
 
 
 
第１編 令和３年度⼤阪府⺠経済計算の概要 



 

  



 

１ 令和３年度経済の概況と結果のポイント 
 

 府内総⽣産は、名⽬ 41兆 3204億円、実質(注 1)40兆 467億円 
 府⺠所得(注 2)は、26兆 8693億円で対前年度 6.5％増 
 経済成⻑率(府内総⽣産の対前年度増加率)は、名⽬ 3.8％増、実質(注 1)2.7％増 

 
 
 
１−１ 令和３年度経済の概況 
 ⽇本経済の概況「コロナ禍前の⽔準には及ばないものの、持ち直しの動きがみられる」 
令和３年度の⽇本経済は、医療提供体制の強化やワクチン接種により「Withコロナ」下で
の社会経済活動の⽔準が段階的に引き上げられ、また、世界経済の回復を背景に輸出が増加し
たことから、景気に持ち直しの動きがみられました。ただし、緊急事態宣⾔やまん延防⽌等重
点措置が繰り返され、個⼈消費や設備投資は⼀進⼀退の動きとなったことから、前年度の落ち
込みからすると弱い回復となりました。また、中国のゼロコロナ政策やロシアによるウクライ
ナ侵攻等により、供給⾯での制約や原材料価格の⾼騰といったリスクが顕在化しました。 
この結果、実質経済成⻑率は 2.5％増と３年ぶりのプラスとなりました。 

 
 大阪府経済の概況「新型コロナによる落ち込みから持ち直すも、インバウンドは依然低調」 
景気変動の⼤きさやテンポ(量感)を表す⼤阪府ＣＩ(コンポジット・インデックス)は、基調
としては令和２年５⽉を底に緩やかな持ち直しの動きが続きました。また、年度前半は新型コ
ロナウイルスの感染者数の増加に伴いＣＩが低下する⼀⽅、年度後半は第６波で感染者数が急
増してもＣＩは横ばいに留まるといった変化が⾒られました〔図表 1-2、【参考図表】〕。 
個⼈消費は、新型コロナウイルスの感染者数の増減と対応した⼀進⼀退の動きとなりました
が、落ち込みが⼤きかった前年度に⽐べ増加しました。〔図表 1-3、【参考図表】〕。 
設備投資は、前年度に新型コロナウイルス感染症拡⼤の影響により⼤幅に減少した反動で、
⺠間・公共ともに増加しました〔図表 1-4〕。 
外需のうち貿易動向は、新型コロナウイルス感染症からの世界経済の回復基調や原油等の資
源価格の⾼騰により、輸出・輸⼊ともに増加しました〔図表 1-5〕。インバウンドは、⽔際対
策の強化が継続的に実施されたことから、前年度に続き低調に推移しました〔図表 1-6〕。 
所定外労働時間は、宿泊業，飲⾷サービス業や⽣活関連サービス業，娯楽業、教育，学習⽀
援業等といった対⾯型サービス業では引き続き減少したものの、製造業や卸売業，⼩売業、学
術研究，専⾨・技術サービス業等は増加に転じました〔図表 1-7〕。 
所得・雇⽤環境は、給与額・雇⽤者数ともにプラスに反転しました〔図表 1-8〕。 
営業利益⽔準 DＩ(ディフュージョン・インデックス)は、第６波の発⽣に伴う社会経済活動
の制限から年度末にやや下落したものの、概ね緩やかな改善基調となりました〔図表 1-9〕。 
この結果、名⽬経済成⻑率、実質経済成⻑率、府⺠所得ともに３年ぶりにプラスとなりまし
た。  

(注 1) 平成 27暦年連鎖価格 
(注 2) 府⺠が労働の対価として受け取る給料等のほか、府内企業の利益等が含まれる。 



 

図表 1-1 主要指標の推移(⼤阪府及び全国) 

 
 

図表 1-2 ⼤阪府 CI(⼀致指数)の推移 図表 1-3 百貨店・スーパー販売額(⼤阪府)の推移 

  
(注 1) 
(注 2) 
(資料) 

平成 27年=100 
年度値は各⽉の単純平均により算出 
⼤阪産業経済リサーチセンター「⼤阪府景気動向指数の動き」 

(注) 
(資料) 

全店ベース 
近畿経済産業局「百貨店・スーパー販売状況(近畿地域)」 

 
図表 1-4 ⼤企業の設備投資額(⼤阪府)と 

公共⼯事請負⾦額(⼤阪府)の推移 
図表 1-5 輸出・輸⼊通関額(近畿圏)の推移 

  
(注) 

 
(資料) 

⼤企業の設備投資額は、原則として資本⾦１億円以上の⺠間企業。
ただし、⾦融保険業等は除く。 
⽇本政策投資銀⾏関⻄⽀店「関⻄地域設備投資計画調査」、⻄⽇本建
設業保証株式会社「図で⾒る公共⼯事の動き」 

(注) 
(資料) 

近畿圏は⼤阪、京都、兵庫、滋賀、奈良、和歌⼭の２府４県 
⼤阪税関「貿易統計」 

上段：実額(単位：⼗億円)  下段：対前年度増加率(％)
令和元年度 令和２年度 令和３年度

41,236.3 39,813.7 41,320.4
▲ 1.0 ▲ 3.4 3.8

556,836.3 537,561.5 550,530.4
0.0 ▲ 3.5 2.4

40,706.5 38,995.3 40,046.7
▲ 1.7 ▲ 4.2 2.7

550,131.0 527,388.4 540,796.1
▲ 0.8 ▲ 4.1 2.5

26,795.4 25,220.5 26,869.3
▲ 1.8 ▲ 5.9 6.5

402,026.7 375,388.7 395,932.4
▲ 0.3 ▲ 6.6 5.5

7.4 7.4 7.5
(注) 全国シェアは、「府内総⽣産(名⽬)／国内総⽣産(名⽬)」により求めている。
(資料)内閣府「2021(令和３)年度 国⺠経済計算年次推計(2015年基準・2008SNA)」

府内総⽣産(名⽬)の全国シェア(注)(％)
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図表 1-6 国際線の外国⼈航空旅客数(関⻄国際空港)と 

百貨店免税売上(関⻄地域)の推移 
図表 1-7 産業別所定外労働時間(年平均) 

  
(注) 

 
 

(資料) 

百貨店免税売上(関⻄地域)は、⼤阪、京都、神⼾の百貨店各店舗にお
ける外国⼈旅⾏客等の⾮居住者による消費税免税物品の購⼊額(免税
申請ベース)で、平成 25年 4⽉=100とした指数の年度平均 
関⻄エアポート株式会社「関⻄国際空港・⼤阪国際空港・神⼾空港 
利⽤状況」、⽇本銀⾏⼤阪⽀店「百貨店免税売上(関⻄地域)」 

(注) 
(資料) 

事業所規模５⼈以上、2020年平均＝100 
⼤阪府総務部統計課「毎⽉勤労統計調査地⽅調査 令和５年平均結果
速報」 

 
図表 1-8 現⾦給与総額と常⽤雇⽤の推移 図表 1-9 営業利益⽔準 DIの推移 

  
(注 1) 
(注 2) 
(資料) 

調査産業計、事業所規模５⼈以上、2020年平均＝100 
前年度⽐は、各⽉の指数の単純平均により求めた年度指数から算出 
⼤阪府総務部統計課「毎⽉勤労統計調査地⽅調査⽉報」 

(注 1) 
(注 2) 
(資料) 

営業利益⽔準 DI＝「増加」企業割合−「減少」企業割合 
季節調整値 
⼤阪産業経済リサーチセンター「⼤阪府景気観測調査」 
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(注)濃いシャドー部分は緊急事態宣⾔の発出期間、網掛けのシャドー部分はまん延防⽌等重点措置の適⽤期間 

(資料)⼤阪府ホームページ「⼤阪モデル/感染拡⼤・医療提供体制のひっ迫状況を⽰す指標」より作成 
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１−２ 結果のポイント「名⽬・実質とも３年ぶりのプラス成⻑」 
 
【１．府内総⽣産】 国内総⽣産の 7.5％を占める 前年度から 0.1％ポイント上昇 
令和３年度の名⽬府内総⽣産は 41兆 3204億円(令和２年度 39兆 8137億円)、実質府内総
⽣産は 40兆 467億円(同 38兆 9953億円)で、３年ぶりに増加しました。 
名⽬国内総⽣産 550兆 5304億円(同 537兆 5615億円)に対するシェアは 7.5％(同 7.4％)
で、前年度から 0.1％ポイント上昇しました。 

 
【２．府⺠所得】 6.5％増 ３年ぶりの増加 
令和３年度の府⺠所得は、26兆 8693億円(令和 2年度 25兆 2205億円)で、対前年度 6.5％
増(同 5.9％減)でした。 

 
【３．経済成⻑率】 名⽬ 3.8％増、実質 2.7％増(ともに３年ぶりのプラス成⻑) 
令和 3年度の経済成⻑率(＝府内総⽣産の対前年度増加率)は、名⽬は 3.8％増 (令和２年度

3.4％減)、実質は 2.7％増(同 4.2％減)で、ともに３年ぶりのプラス成⻑となりました。 
また、実質経済成⻑率は４年ぶりに全国を上回りました。 
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【４．総⽣産デフレーター】 1.1％上昇 8年連続のプラス 
令和３年度の総⽣産デフレーター(名⽬値から物価変動の影響を取り除いて実質化する際に
⽤いられる価格指数)は、対前年度 1.1％上昇と８年連続のプラスとなりました。 
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２ 府内総⽣産(⽣産側) 
令和３年度の実質経済成⻑率(2.7％増)に対して、「製造業」(寄与度 1.41％ポイント) 、「卸
売・⼩売業」(同 0.67％ポイント) 、「⾦融・保険業」(同 0.48％ポイント)等が増加に寄与し、
「不動産業」(同▲0.27％ポイント)、「電気・ガス・⽔道・廃棄物処理業」(同▲0.22％ポイン
ト)等が減少に寄与しました。 

 
 

 
同様に、製造業中分類別では、「情報・通信機器」(寄与度▲0.11％ポイント)、「⾷料品」(同
▲0.07％ポイント)等が減少に寄与したものの、「はん⽤・⽣産⽤・業務⽤機械」(同 0.43％ポ
イント)、「電⼦部品・デバイス」（同 0.39％ポイント）、「⾦属製品」（同 0.28％ポイント）、
「電気機械」（同 0.22％ポイント）等が増加に寄与した結果、製造業全体は⼤きく増加に寄与
しました。 

  
(注）連鎖⽅式では加法整合性が成⽴しないため、製造業中分類における寄与度の合計値は製造業全体の寄与度と⼀致しない。 

（注）「農林⽔産業」、「鉱業」、「輸⼊品に課される税・関税」、「(控除)総資本形成に係る消費税」は表章していない。 



 

令和３年度の府内総⽣産(名⽬)の経済活動別構成⽐は、「製造業」(17.9％)が最⼤のウェイト
を占めており、「卸売・⼩売業」(15.2％)、「不動産業」(12.3％)、「専⾨・科学技術、業務⽀援
サービス業」(9.9％)が続いています。 
前年度(令和２年度)と⽐較すると、「卸売・⼩売業」、「製造業」、「⾦融・保険業」等のウェ
イトが上昇し、「不動産業」、「運輸・郵便業」、「情報通信業」等のウェイトが低下していま
す。 

 
 

令和３年度の特化係数(府内総⽣産(名⽬)の経済活動別構成⽐の国内総⽣産(名⽬)の経済活動
別構成⽐に対する⽐率)は、「電気・ガス・⽔道・廃棄物処理業」、「専⾨・科学技術、業務⽀援
サービス業」、「卸売・⼩売業」、「保健衛⽣・社会事業」が⼤きくなっています。 
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製造業

電気・ガス・⽔道・廃棄物処理業
建設

卸売・⼩売業
運輸・郵便業

宿泊・飲⾷サービス業

情報通信業
⾦融・保険業

専⾨・科学技術、業務⽀援サービス業

不動産業 公務
教育

保健衛⽣・社会事業
その他のサービス

その他(注)(年度)

(注) 「その他」は、「農林⽔産業」、「鉱業」、「輸⼊品に課される税・関税」、「(控除)総資本形成に係る消費税」の計である。 

(注) ある経済活動分類の特化係数＝ ⼤阪府におけるある経済活動分類の構成⽐（年度値） 
全国におけるある経済活動分類の構成⽐（暦年値） 



 

図表 2-5 経済活動別府内総⽣産(⽣産側 名⽬) 

 
 

図表 2-6 経済活動別府内総⽣産(⽣産側 実質) 平成 27暦年連鎖価格 

 

R２ R3 R２ R3 R２ R3 R２ R3
⼗億円 ⼗億円 ％ ％ ％ﾎﾟｲﾝﾄ ％ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ％

１ 農林⽔産業 17.7 16.3 ▲ 5.3 ▲ 7.9 ▲ 0.00 ▲ 0.00 0.0 0.0
２ 鉱業 2.4 2.3 ▲ 0.1 ▲ 3.8 ▲ 0.00 ▲ 0.00 0.0 0.0
３ 製造業 7,010.0 7,400.5 4.3 5.6 0.70 0.98 17.6 17.9
４ 電気・ガス・⽔道・廃棄物処理業 1,359.6 1,336.1 1.5 ▲ 1.7 0.05 ▲ 0.06 3.4 3.2
５ 建設業 2,053.3 2,114.1 11.2 3.0 0.50 0.15 5.2 5.1
６ 卸売・⼩売業 5,820.6 6,289.1 ▲ 8.3 8.0 ▲ 1.28 1.18 14.6 15.2
７ 運輸・郵便業 1,594.4 1,569.4 ▲ 34.8 ▲ 1.6 ▲ 2.06 ▲ 0.06 4.0 3.8
８ 宿泊・飲⾷サービス業 614.9 597.2 ▲ 37.1 ▲ 2.9 ▲ 0.88 ▲ 0.04 1.5 1.4
９ 情報通信業 2,176.2 2,204.5 0.9 1.3 0.05 0.07 5.5 5.3
10 ⾦融・保険業 1,625.4 1,736.7 ▲ 1.7 6.8 ▲ 0.07 0.28 4.1 4.2
11 不動産業 5,148.6 5,071.1 ▲ 0.1 ▲ 1.5 ▲ 0.01 ▲ 0.19 12.9 12.3
12 専⾨・科学技術、業務⽀援サービス業 3,976.9 4,093.3 ▲ 0.6 2.9 ▲ 0.06 0.29 10.0 9.9
13 公務 1,296.6 1,312.0 ▲ 1.8 1.2 ▲ 0.06 0.04 3.3 3.2
14 教育 1,363.9 1,382.7 0.1 1.4 0.00 0.05 3.4 3.3
15 保健衛⽣・社会事業 3,722.4 3,857.1 ▲ 0.6 3.6 ▲ 0.05 0.34 9.3 9.3
16 その他のサービス 1,358.8 1,437.3 ▲ 12.7 5.8 ▲ 0.48 0.20 3.4 3.5
17 ⼩計 39,141.8 40,419.6 ▲ 3.7 3.3 ▲ 3.64 3.21 98.3 97.8
18 輸⼊品に課される税・関税 1,169.7 1,392.7 3.6 19.1 0.10 0.56 2.9 3.4
19 (控除)総資本形成に係る消費税 497.7 491.9 ▲ 6.8 ▲ 1.2 ▲ 0.09 ▲ 0.01 1.3 1.2
20 府内総⽣産 39,813.7 41,320.4 ▲ 3.4 3.8 ▲ 3.45 3.78 100.0 100.0
(注1) 四捨五⼊の関係で内訳の計と合計が⼀致しない場合がある。
(注2) 寄与度は、府内総⽣産の対前年度増加率に対する影響度である。

寄与度 構成⽐項  ⽬ 実額 対前年度増加率

R２ R3 R２ R3 R２ R3 R２ R3
⼗億円 ⼗億円 ％ ％ ％ﾎﾟｲﾝﾄ ％ﾎﾟｲﾝﾄ

１ 農林⽔産業 14.9 15.5 ▲ 8.9 4.4 ▲ 0.00 0.00 118.7 104.7
２ 鉱業 2.3 1.9 ▲ 2.9 ▲ 16.1 ▲ 0.00 ▲ 0.00 103.5 118.6
３ 製造業 7,019.4 7,567.6 2.8 7.8 0.47 1.41 99.9 97.8
４ 電気・ガス・⽔道・廃棄物処理業 1,359.2 1,274.5 1.6 ▲ 6.2 0.05 ▲ 0.22 100.0 104.8
５ 建設業 1,943.8 1,951.4 10.5 0.4 0.45 0.02 105.6 108.3
６ 卸売・⼩売業 5,520.3 5,783.1 ▲ 11.5 4.8 ▲ 1.76 0.67 105.4 108.8
７ 運輸・郵便業 1,451.1 1,467.4 ▲ 37.3 1.1 ▲ 2.12 0.04 109.9 107.0
８ 宿泊・飲⾷サービス業 563.9 564.1 ▲ 36.9 0.0 ▲ 0.81 0.00 109.0 105.9
９ 情報通信業 2,210.5 2,275.5 1.0 2.9 0.05 0.17 98.5 96.9
10 ⾦融・保険業 1,715.6 1,900.8 3.1 10.8 0.13 0.48 94.7 91.4
11 不動産業 5,098.1 4,991.4 ▲ 0.7 ▲ 2.1 ▲ 0.09 ▲ 0.27 101.0 101.6
12 専⾨・科学技術、業務⽀援サービス業 3,750.9 3,734.8 ▲ 1.4 ▲ 0.4 ▲ 0.13 ▲ 0.04 106.0 109.6
13 公務 1,274.5 1,270.9 ▲ 0.9 ▲ 0.3 ▲ 0.03 ▲ 0.01 101.7 103.2
14 教育 1,348.2 1,351.8 0.2 0.3 0.01 0.01 101.2 102.3
15 保健衛⽣・社会事業 3,680.1 3,855.7 ▲ 0.9 4.8 ▲ 0.08 0.45 101.2 100.0
16 その他のサービス 1,311.3 1,367.7 ▲ 13.9 4.3 ▲ 0.52 0.14 103.6 105.1
17 ⼩計 38,204.1 39,294.3 ▲ 4.6 2.9 ▲ 4.55 2.80 102.5 102.9
18 輸⼊品に課される税・関税 1,165.6 1,109.9 3.3 ▲ 4.8 0.09 ▲ 0.14 100.3 125.5
19 (控除)総資本形成に係る消費税 383.6 374.0 ▲ 20.2 ▲ 2.5 ▲ 0.24 ▲ 0.02 129.8 131.5
20 府内総⽣産 38,995.3 40,046.7 ▲ 4.2 2.7 ▲ 4.20 2.70 102.1 103.2
21 開差 (20-(17+18-19)) 9.2 16.5 - - - - - -
(注1) 四捨五⼊の関係で、内訳の計と合計が⼀致しない場合がある。
(注2) 寄与度は、府内総⽣産の対前年度増加率に対する影響度である。
(注3) 連鎖⽅式では加法整合性が成⽴しないため、開差項⽬を設けている。

デフレーター寄与度対前年度増加率項  ⽬ 実額



 

３ 府内総⽣産(⽀出側) 
令和３年度の最終需要項⽬別構成⽐は、⺠間最終消費⽀出が 51.2％、地⽅政府等最終消費⽀
出が 14.5％、府内総資本形成が 22.0％、財貨・サービスの移出⼊(純)・統計上の不突合が
12.4％でした。 
前年度(令和２年度)と⽐較すると、府内総資本形成のウェイトが上昇し、⺠間最終消費⽀出
のウェイトが低下しています。 

 

 

令和３年度の実質経済成⻑率(2.7％増)に対して、府内総資本形成(寄与度 1.62％ポイント)、
⺠間最終消費⽀出(同 1.13％ポイント)、地⽅政府等最終消費⽀出（同 0.35％ポイント）が増加
に寄与したため、全体では⼤きく増加しました。 
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図表3-1 府内総⽣産額(⽀出側名⽬)の構成⽐
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図表3-2 実質経済成⻑率に対する需要項⽬別寄与度の推移

⺠間最終消費⽀出 地⽅政府等最終消費⽀出 府内総資本形成 財貨・サービスの移出⼊（純）
・統計上の不突合・開差

実質経済成⻑率



 

図表 3-3 府内総⽣産(⽀出側 名⽬) 

 
 
 

図表 3-4 府内総⽣産(⽀出側 実質)  平成 27暦年連鎖価格 

 

  

R２ R３ R２ R３ R２ R３ R２ R３

⼗億円 ⼗億円 ％ ％ ％ﾎﾟｲﾝﾄ ％ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ％

１ ⺠間最終消費⽀出 20,462.8 21,142.6 ▲ 4.3 3.3 ▲ 2.24 1.71 51.4 51.2

２ 地⽅政府等最終消費⽀出 5,779.5 5,982.8 0.2 3.5 0.02 0.51 14.5 14.5

３ 府内総資本形成 8,141.5 9,072.9 ▲ 16.6 11.4 ▲ 3.92 2.34 20.4 22.0

 (1) ⺠間総固定資本形成 7,353.4 7,828.7 ▲ 10.1 6.5 ▲ 2.00 1.19 18.5 18.9

  (a) 住宅 1,374.8 1,406.9 ▲ 10.0 2.3 ▲ 0.37 0.08 3.5 3.4

  (b) 企業設備 5,978.7 6,421.8 ▲ 10.1 7.4 ▲ 1.63 1.11 15.0 15.5

 (2) 公的総固定資本形成 1,240.6 1,415.5 ▲ 8.4 14.1 ▲ 0.28 0.44 3.1 3.4

 (3) 在庫変動 ▲ 452.5 ▲ 171.4 - - - - ▲ 1.1 ▲ 0.4

４ 財貨・サービスの移出⼊(純) 3,957.1 4,519.8 3.5 14.2 0.32 1.41 9.9 10.9

５ 統計上の不突合 1,472.7 602.3 - - - - 3.7 1.5

府内総⽣産(⽀出側) 39,813.7 41,320.4 ▲ 3.4 3.8 ▲ 3.45 3.78 100.0 100.0
(注1) 四捨五⼊の関係で内訳の計と合計が⼀致しない場合がある。
(注2) 寄与度は、府内総⽣産の対前年度増加率に対する影響度である。

項  ⽬
実額 対前年度増加率 寄与度 構成⽐

R２ R３ R２ R３ R２ R３ R２ R３

⼗億円 ⼗億円 ％ ％ ％ﾎﾟｲﾝﾄ ％ﾎﾟｲﾝﾄ

１ ⺠間最終消費⽀出 20,160.6 20,601.3 ▲ 4.3 2.2 ▲ 2.24 1.13 101.5 102.6

２ 地⽅政府等最終消費⽀出 5,785.3 5,923.6 1.1 2.4 0.15 0.35 99.9 101.0

３ 府内総資本形成 7,977.6 8,607.8 ▲ 16.6 7.9 ▲ 3.91 1.62 102.1 105.4

 (1) ⺠間総固定資本形成 7,242.9 7,455.2 ▲ 9.9 2.9 ▲ 1.95 0.54 101.5 105.0

  (a) 住宅 1,304.3 1,241.8 ▲ 10.5 ▲ 4.8 ▲ 0.38 ▲ 0.16 105.4 113.3

  (b) 企業設備 5,937.1 6,216.7 ▲ 9.7 4.7 ▲ 1.58 0.72 100.7 103.3

 (2) 公的総固定資本形成 1,189.5 1,312.3 ▲ 8.7 10.3 ▲ 0.28 0.31 104.3 107.9

 (3) 在庫変動 ▲ 481.6 ▲ 162.8 - - - - 94.0 105.3
４ 財貨・サービスの移出⼊(純)
  統計上の不突合・開差

5,071.8 4,914.1 - - - - - -

府内総⽣産(⽀出側) 38,995.3 40,046.7 ▲ 4.2 2.7 ▲ 4.20 2.70 102.1 103.2
(注1) 四捨五⼊の関係で、内訳の計と合計が⼀致しない場合がある。
(注2) 寄与度は、府内総⽣産の対前年度増加率に対する影響度である。
(注3) 連鎖⽅式では加法整合性が成⽴しないため、開差項⽬を設けている。

項  ⽬
デフレーター寄与度対前年度増加率実額



 

４ 府⺠所得の分配 
令和３年度の府⺠所得(要素費⽤表⽰)は 26兆 8693億円で、対前年度 6.5％増と、３年ぶり
の増加でした。これは、府⺠雇⽤者報酬が 2.0％増、財産所得(⾮企業部⾨)が 4.2％増、企業所
得が 36.1％増だったことによるものです。 

 

 
 

 
図表 4-2 府⺠所得 
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図表4-1 府⺠所得の推移

府⺠雇⽤者報酬 財産所得(⾮企業部⾨) 企業所得 府⺠所得増加率（右軸）

R２ R３ R２ R３ R２ R３ R２ R３
⼗億円 ⼗億円 ％ ％ ％ﾎﾟｲﾝﾄ ％ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ％

１ 府⺠雇⽤者報酬 20,224.0 20,630.9 ▲ 1.0 2.0 ▲ 0.75 1.61 80.2 76.8
 (1) 賃⾦・俸給 16,649.4 16,913.5 ▲ 1.0 1.6 ▲ 0.61 1.05 66.0 62.9
 (2) 雇主の社会負担 3,574.7 3,717.4 ▲ 1.0 4.0 ▲ 0.14 0.57 14.2 13.8
２ 財産所得(⾮企業部⾨) 1,763.2 1,838.0 ▲ 1.4 4.2 ▲ 0.09 0.30 7.0 6.8
   a. 受取 1,852.7 1,923.5 ▲ 1.7 3.8 ▲ 0.12 0.28 7.3 7.2
   b. ⽀払 89.5 85.5 ▲ 8.3 ▲ 4.5 ▲ 0.03 ▲ 0.02 0.4 0.3
 (1) ⼀般政府(地⽅政府等) 61.1 59.7 ▲ 9.9 ▲ 2.3 ▲ 0.02 ▲ 0.01 0.2 0.2
 (2) 家計 1,681.1 1,753.7 ▲ 1.1 4.3 ▲ 0.07 0.29 6.7 6.5
  ①利⼦ 483.1 459.1 ▲ 13.1 ▲ 5.0 ▲ 0.27 ▲ 0.09 1.9 1.7
  ②配当 452.8 540.5 15.2 19.4 0.22 0.35 1.8 2.0
  ③その他の投資所得 708.8 740.5 ▲ 3.5 4.5 ▲ 0.10 0.13 2.8 2.8
  ④賃貸料 36.5 13.6 134.7 ▲ 62.7 0.08 ▲ 0.09 0.1 0.1
 (3) 対家計⺠間⾮営利団体 21.0 24.7 0.3 17.4 0.00 0.01 0.1 0.1
３ 企業所得 3,233.3 4,400.4 ▲ 29.4 36.1 ▲ 5.03 4.63 12.8 16.4
 (1) ⺠間法⼈企業 1,334.3 2,396.9 ▲ 48.4 79.6 ▲ 4.68 4.21 5.3 8.9
 (2) 公的企業 ▲ 31.3 ▲ 18.4 ▲ 196.8 41.1 ▲ 0.24 0.05 ▲ 0.1 ▲ 0.1
 (3) 個⼈企業 1,930.2 2,021.9 ▲ 1.6 4.7 ▲ 0.12 0.36 7.7 7.5
４ 府⺠所得(要素費⽤表⽰) 25,220.5 26,869.3 ▲ 5.9 6.5 ▲ 5.88 6.54 100.0 100.0
(注1) 四捨五⼊の関係で内訳の計と合計が⼀致しない場合がある。
(注2) 寄与度は、府⺠所得（要素費⽤表⽰）の対前年度増加率に対する影響度である。

実額 対前年度増加率 寄与度 構成⽐項  ⽬



 

５ 主なできごと、主な投資 
 
主なできごと 
４

⽉ 

★初のまん延防⽌等重点措置を適⽤ 
・４⽉８⽇の全国の交通事故死者数が、１⽇ごと
の交通事故の統計を取り始めた 1968年以来初
めての０⼈ 
・男⼦ゴルフの松⼭英樹選⼿が⽇本男⼦初のメジ
ャー⼤会制覇 
★３度⽬の緊急事態宣⾔を発出 

10

⽉ 

★緊急事態宣⾔及びまん延防⽌等重点措置を全⾯
解除 
・ドバイ国際博覧会が開幕 
・岸⽥⽂雄⽒が⾸相に就任 
・真鍋淑郎⽒がノーベル物理学賞受賞 
★オリックス・バファローズが 25年ぶりにリー
グ優勝 

５

⽉ 

・⽶モデルナ製と英アストロゼネカ製の新型コロ
ナウイルスワクチンを特例承認 
★⼤規模センターでの新型コロナウイルスワクチ
ンの接種を開始 

11

⽉ 

・21年ぶりに新 500円硬貨を発⾏ 
・エンゼルスの⼤⾕翔平選⼿がアメリカン・リー
グ最優秀選⼿（MVP）に満票で選出 
・学⽣⽀援の「緊急給付⾦」を補正予算に計上 
・新たな変異株「オミクロン株」の感染拡⼤によ
り外国⼈の⼊国が原則停⽌ 

６

⽉ 

・新型コロナウイルスワクチンの接種対象を 12
歳以上に拡⼤ 
・陸上の⼭県亮太選⼿が男⼦ 100mの⽇本新記録

9秒 95を樹⽴ 
★新型コロナウイルス感染防⽌対策に取り組む飲
⾷店のゴールドステッカー認証制度を開始 
★３度⽬の緊急事態宣⾔が解除 
★２度⽬のまん延⻑防⽌等重点措置を適⽤ 
・熊本城の天守閣が５年ぶりに公開 

12

⽉ 

★新型コロナウイルスワクチンの 3回⽬となる追
加接種を開始 
・国⼟交通省が毎⽉公表する「建設⼯事受注動態
統計」で不適切処理が発覚 
★国内で初めてとなるオミクロン株の市中感染を
⼤阪府で確認 
・新型コロナウイルスの飲み薬を特例承認 

７

⽉ 

★路線価が６年ぶりに下落 
・静岡県熱海市で⼤規模⼟⽯流災害が発⽣ 
・横綱⽩鳳が歴代最多更新の 45度⽬の優勝 
・東京オリンピックが開催 
・「奄美⼤島、徳之島、沖縄島北部および⻄表
島」が世界⾃然遺産に、「北海道・北東北の縄
⽂遺跡群」が世界⽂化遺産に登録 

１

⽉ 

★⼤阪府・⼤阪市が万博推進局を発⾜ 
・慶應義塾⼤学が iPS細胞から作った細胞を移植
する世界初の⼿術を⾏ったと発表 
・南太平洋のトンガ諸島付近で海底⽕⼭が噴⽕ 
★３度⽬のまん延防⽌重点措置を適⽤ 
★⼤阪府の臨時医療施設が運⽤開始 

８

⽉ 

★４度⽬の緊急事態宣⾔を発出 
・「夏の甲⼦園」が２年ぶりの開催 
・⻄⽇本を中⼼に全国各地で豪⾬災害 
・タリバンが⾸都カブールを制圧 
・東京パラリンピックが開催 

２

⽉ 

★「⼤阪中之島美術館」が開館 
・家庭⽤ゲーム機「ニンテンドースイッチ」の累
計販売台数が 1億台を突破 
・北京冬季オリンピックが開催 
・将棋の藤井聡太⽒が最年少で５冠を達成 
・ロシア軍によるウクライナ侵攻開始 

９

⽉ 

・デジタル庁が発⾜ 
・⼥⼦プロサッカーリーグ「WEリーグ」が開幕 
・⽇経平均株価が 31年ぶりの⾼値 
・中国、台湾が TPPに加⼊申請 
★⼤阪府・⼤阪市が IRの事業者を選定 

３

⽉ 

・北京冬季パラリンピック開催 
・⽶アカデミー賞で濱⼝⻯介監督の「ドライブ・
マイ・カー」が国際⻑編映画賞受賞 
・中国の上海市が感染拡⼤を受け都市封鎖開始 
★選抜⾼校野球⼤会で⼤阪桐蔭⾼校が４年ぶり４
度⽬の優勝 

(注) ★は⼤阪府内のできごと 
 



 

主な投資 
商業施設・宿泊施設 

・星野リゾート OMO7⼤阪(R1.6〜R3.11  約 18億円(プロポーザルの提案価格)) 
・阪神電気鉄道・阪急電鉄 「梅⽥ 1丁⽬ 1番地計画」(百貨店改装含む H26.10〜R4.3  総⼯費 450億円) 
・⼤規模複合タワー 「(仮称)梅⽥曽根崎計画」(H30.7.4〜R4.3頃  500億円) 
・「三井ショッピングパーク ららぽーと堺」(R3.5〜R4.10  帳簿価額 231億円) 
・センタラ ホテルズ＆リゾーツ「センタラ グランドホテル⼤阪」(R2.4〜R5.3) 
・「三井ショッピングパーク ららぽーと⾨真」「三井アウトレットパーク ⼤阪⾨真」(R3.10〜R5.4) 
・⼤阪駅⻄側新駅ビル・複合ビル建設「梅⽥ 3丁⽬計画（仮称）」(R2.9〜R6.3竣⼯  約 968億円) 
・「⼤阪・⼤⼿前⼀丁⽬プロジェクト」(R3.8〜R6) 
・「(仮称)⼤阪三菱ビル建替え計画」(R3.10〜R6.4) 
・「(仮称)うめきた２期地区開発事業」(R2.12〜R9全体開業  ⼟地費⽤のみ 1,777億円) 

⼯場・物流・開発拠点 

・ミズノ 研究開発拠点(⼤阪市)新設(R3.4〜R3.11  約 50億円) 
・⼤和物流 (仮称)東⼤阪宝町物流センター(R3.8〜R4.9） 
・クボタ 開発拠点(堺市)新設(R2.9〜R4.10  840億円) 
・伊藤忠商事 「アイミッションズパーク箕⾯(仮称)」(R3.12〜R5.2) 
・奥野製薬⼯業 ⼤阪・放出地区新⼯場建設(R3.6〜R7  約 64億円) 

医療・教育・研究開発 

・富⽥林病院建替事業(H30.4〜R3.10  約 120億円(医療機器の整備等を含む総費⽤)) 
・⼤阪中之島美術館 (仮称)⼤阪新美術館建設⼯事(H30〜R4  239億円) 
・⼤塚製薬 ⼤阪創薬研究センター(R3.2〜R4.8) 
・寝屋川市第四中学校区⼩中⼀貫校施設整備⼯事(R4.1〜R5.12  約 70億円) 
・未来医療国際拠点 「Nakanoshima Qross」(R3.11〜R6) 
・⼤阪⼤学(吹⽥)医学部付属病院統合診療棟等新営その他⼯事(R3.8〜R6.10  約 202億円) 
・「⽇本財団・⼤阪⼤学感染症対策プロジェクト」(R3.12〜R7.2  新研究棟総⼯費約 80億円) 

交通(鉄道・⾼速道路・空港) 

・阪急京都線・千⾥線連続⽴体交差事業(淡路駅付近約 7.1km) (H20.9〜R13  2,326億円) 
・南海本線・⾼師浜線連続⽴体交差事業(南海本線 3.1km､⾼師浜線 1.0km H21.11〜R3.5  約 717億円) 
・南海本線(堺市)連続⽴体交差事業(⽯津川駅〜⽻⾐駅 H28.1〜R10.3  約 423億円) 
・JR東海道線⽀線地下移設･仮称 JRうめきた駅⼯事(H27〜R4  約 650億円) 
・北⼤阪急⾏線延伸事業(約 2.5km)(H28〜R5  874億円) 
・⼤阪・関⻄万博会場夢洲への⼤阪メトロ中央線の延伸(R2.7 夢洲駅の建設着⼯〜R7開業  540億円) 
・関⻄国際空港 T1リノベーション⼯事(R3.5〜R8  約 700億円) 
・⼤阪モノレール延伸事業(R2〜R11  約 1,050億円) 
・関⻄⾼速鉄道 なにわ筋線(R3.1〜R14  約 3,300億円) 
・阪神電鉄なんば線鉄道橋架替え⼯事(伝法駅〜福駅)(H30.12〜R14  560億円) 
・阪神⾼速淀川左岸線 2期⼯事(海⽼江 JCT〜豊崎)(H18〜R15頃  2,957億円⾒込み) 

その他 

・和泉市新庁舎整備事業(R1.7〜R5.1  約 64億円) 
・吹⽥市北部消防庁舎等複合施設建設⼯事(R3.7〜R6.12  約 82億円) 

(注) 投資額・時期は新聞記事等による。 



 

(参考１) ⼤阪経済等の変遷 
図表 5-1 は、府内総⽣産(名⽬)と名⽬成⻑率を表したグラフです。⼤きな景気の動向や経済
の流れを変えた事象と、⽐較のために国内総⽣産の名⽬成⻑率も記載しています。 
図表 5-2は、産業ごとの総⽣産額が府内総⽣産に占める割合の推移を表したグラフです。 

 
図表 5-1 府内総⽣産(名⽬)と名⽬成⻑率、国の名⽬成⻑率 

  
(⼤阪府⺠経済計算、国⺠経済計算(内閣府)より算出) 

 
図表 5-2 府内総⽣産(名⽬)における経済活動別割合の推移 

  
(⼤阪府⺠経済計算より算出) 
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図表 5-1と図表 5-2は、昭和 30(1955)年度から最新の令和３(2021)年度までのデータを同じ
基準で接続できるよう加⼯し、60数年間の推移が分かるよう作成したものです。 
基準が異なれば厳密な意味での接続はできませんが、下表のとおり、新・旧基準に共通する
年度(接続年度)の計数を⽐較した⽐率をリンク係数として設定し、それを対象年度に乗じるこ
とで接続しています。 
⼤阪経済の⼤まかな推移を把握するものとお考えください。 

  
 
 
図表 5-3 は、府の総⼈⼝を３つの年齢層割合で表すとともに、全国に占める割合を表したグ
ラフです。 

 

図表 5-3 府の総⼈⼝(３年齢階層別)及び全国に対する割合の推移 

 
(国勢調査(総務省)及び⼈⼝推計(総務省)より 年齢階層別⼈⼝は国勢調査実施年値を補間) 

対象年度 接続年度 接続⼿法 基準年・SNA
昭和30年度(1955)〜 昭和45年度〜 昭和55年基準と平成２年基準の 昭和55年基準
昭和44年度(1969) 昭和49年度 接続年度の値を⽐較し、その平均乖離率で遡及 68SNA
昭和45年度(1970)〜 平成２年度〜 平成２年基準と平成７年基準の 平成２年基準
平成元年度(1989) 平成11年度 接続年度の値を⽐較し、その平均乖離率で遡及 68SNA
平成２年度(1990)〜 平成８年度〜 平成７年基準と平成12年基準の 平成７年基準
平成７年度(1995) 平成15年度 接続年度の値を⽐較し、その平均乖離率で遡及 93SNA
平成８年度(1996)〜 平成13年度〜 平成12年基準と平成17年基準の 平成12年基準
平成12年度(2000) 平成21年度 接続年度の値を⽐較し、その平均乖離率で遡及 93SNA
平成13年度(2001)〜 平成18年度〜 平成17年基準と平成23年基準の 平成17年基準
平成17年度(2005) 平成26年度 接続年度の値を⽐較し、その平均乖離率で遡及 93SNA
平成18年度(2006)〜 平成23年度〜 平成23年基準と平成27年基準の 平成23年基準
平成22年度(2010) 平成30年度 接続年度の値を⽐較し、その平均乖離率で遡及 08SNA
平成23年度(2011)〜 平成27年基準
令和３年度(2021) 08SNA

最新 令和３年度確報値を使⽤
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(参考２) 総⽣産額の国際⽐較 

ここでは、⼤阪府の令和３年度の経済規模を国際的な視点で⽐較しました。 
総⽣産額(ＧＤＰ)は 3,677億ドル(令和２年度：3,754億ドル) (注 1)でマレーシアやベトナム
と、⼀⼈当たり総⽣産額は 41,757ドル(同：42,482ドル) (注 1)でアンドラとほぼ同額になりまし
た。 
順位はドル換算レート、データの把握の時期、⽐較する国の範囲等で異なるため、参考程度
とお考えください。 

図表 5-4 各国の総⽣産額 図表 5-5 各国の⼀⼈当たり総⽣産額 

(国際連合 - National Accounts - Analysis of Main Aggregatesより作成。参照：令和 5年 10⽉ 30⽇) 
 
(注 1) ⼤阪府は年度値(１ドル＝令和３年度：112.36 円、令和２年度：106.04 円(東京市場インターバンク直物中⼼相場の各⽉

中平均値の 12か⽉単純平均値)で換算)、⼤阪府以外は 2021暦年値。 
(注 2) 国際連合の統計数値を統⼀的に⽤いたため、国⺠経済計算年報で掲載されている国際⽐較の計数とは合致しない。 
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